
更なる経営改善の検討

１　基本的な考え方
　　　第１回赤穂市民病院経営検討委員会での委員からの意見（現状でまだやれることがあるのではないか。市民病院と中央病院の２病院で具体的な機能分担について別途協議を行う。）等を踏まえ、
　　更なる経営改善を検討した。
　　【試算の前提】
　　　①現状の経営形態（地方公営企業全部適用）を維持
　　　②退職者不補充による人件費　（１０人（看護師）６５,８３０千円、９人（医療技術員）６１,７８５千円　　計１２７,６１５千円）　は、既に計上済み

２　収支改善の検討 （千円）

３　試算結果
　　現状の地方公営企業法全部適用で更なる経営改善を図った場合の改善額は、概ね１．４億円となる。

経営改善試算項目 考え方
収益
（Ａ）

費用
（Ｂ）

概算改善効果
（Ｃ＝Ａ＋Ｂ）

積算

①収益向上 ４１,１９８

地域包括ケア病棟の稼働率
向上（＋５人／日）

西播磨地域では、回復期の需要が増加すると見
込まれることから、地域包括ケア病棟の稼働率を
＋５人／日とした。（現行４１人→見直し後４６人
：＋５人）

５６,５９１
▲１５,３９３

（材料費比率２７．２％）
（４１,１９８） ５人×３１,００９円×３６５日＝５６,５９１千円

②給与手当削減 １３,８５２

給与手当の減額
（赤穂市及び赤穂市民病院管理
職手当カット率並み）（▲５％）

勤勉手当について、赤穂市及び赤穂市民病院
管理職手当カット率（５％）並みで削減

１３,８５２ （１３,８５２）
２７７,０４４千円×▲５％＝▲１３,８５２千円
（Ｒ３市民病院勤勉手当予算額）

③重複診療科の見直し ４１,９０９

（収益減少） ▲２１５,５２８ （▲２１５,５２８） 見直し対象診療科のＲ２入外収益

（費用減少） ２５７,４３７ （２５７,４３７） 見直し対象診療科のＲ２人件費

④高度医療機器の見直し ３９,８６６

ＰＥＴ-ＣＴの保守料削減 ２６,１３６ （２６,１３６） Ｒ２実績

ＰＥＴ-ＣＴの専任職員削減 １３,７３０ （１３,７３０） ２人×６,８６５千円＝１３,７３０千円

▲１５８,９３７ ２９５,７６２ １３６,８２５

①常勤医師１名又は非常勤だけの診療科（市民
病院）
②医師一人当たりの収入が、全国公私病連盟と
比べて低い診療科（市民病院）
③中央病院の方が市民病院と比べて医師や設
備が潤沢な診療科について見直すとして試算
　ただし、あくまで試算であり、中央病院及び市民
病院のコンセンサスは「未了」

ＰＥＴ-ＣＴ読影医師の退職に伴う、機器保守料及
び人件費を削減

合 計


